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調査方法はいずれも調査票を用いた郵送調査。介護老人保健施設は、厚生労働省より提供を受けた全国の事業所
名簿（介護報酬請求事業所）をもとに対象事業所を抽出。介護医療院は厚生労働省より令和元年６月３０日時点の事
業所名簿の提供を受けた。 令和２年３月６日時点

※１ 一定の条件で、対象事業所で利用者を抽出したため、母集団、発出数は不明であり、これに伴い回収率、有効回収率も不明である。
※２ 協力事業所数において、調査対象となる入所者数を把握し、これを発出数（配布数）とした。母集団は不明とした。
※３ 災害救助法の適用地域を除き発送（都道府県票、指定都市・中核市票、その他の保険者票を除く）

①報酬体系の見直しが、介護老人保健施設のサービスにどのような影響を与えたかを調
査すること

②介護医療院についてサービス提供・生活環境等の実態調査を行うこと
③介護医療院への転換に関する自治体の取組状況を把握すること

１．調査の目的

２．調査方法
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（７） 医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業

調査対象 母集団 抽出方法※３ 発出数 回収数 回収率 有効回収率

介護老人保健施設票 4,117 無作為抽出 2,000 603 30.2% 27.9%

退所者票 ※１ 無作為抽出 ※１ 1,867 ※１ ※１

介護医療院票 223 悉皆 193 74 38.3% 37.3%

入所者票 ※２ 無作為抽出 439 367 83.6% 82.0%

本人票 ※２ 無作為抽出 295 206 69.8% 67.5%

都道府県票 47 悉皆 47 47 100.0% 100.0%

指定都市・中核市票 79 悉皆 79 79 100.0% 100.0%

その他の保険者票 1,516 悉皆 1,516 1,213 80.0% 79.4%
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図表１ 運営主体（回答件数558）

図表２ 入所定員・利用者数

【施設票：基本情報（問1、３、６、７、13、14）】
○運営主体は、「医療法人」が72.6％であった。
〇入所定員は平均88.9人、入所者数は平均78.8人であった。要介護度別にみると、要介
護４が26.9％であった。

〇病院・診療所の併設状況は「病院併設」が34.2％であった。
〇当施設または併設で提供している事業は「短期入所療養介護」が97.1％、「通所リハビ
リテーション」が93.2％であった。

図表４ 病院・診療所の併設状況（複数回答）（回答件数558）

３．調査結果概要

※法人種別の分布は、母集団と概ね相違なく、偏りがないことを確認した。

回答件数 平均 標準偏差
入所定員（人） 557 88.9 30.2
入所者数（人） 551 78.8 28.4

72.6% 3.2% 18.8%
5.2%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療法人 市区町村 広域連合 一部事務組合 社会福祉法人 その他 無回答

34.2%

12.0%

53.6%

0.4%

0% 20% 40% 60%

病院併設

診療所併設

無

無回答

※図中の有料・サ高住は、有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅、
特定は特定施設入居者生活介護事業所の略

97.1%

93.2%

35.7%

8.2%

21.7%

10.8%

2.9%

4.5%

14.5%

0.5%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

短期入所療養介護

通所          

訪問          

外来          

訪問看護

通所介護

有料  高住（特定）

有料  高住（特定以外）

認知症対応型共同生活介護

いずれもなし

無回答

図表５ 当施設また併設で提供している事業（複数回答）（回答件数558）

図表３ 要介護度別 入所者数の構成比(回答件数553）
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（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護老人保健施設調査）

11.8% 18.9% 24.5% 26.9% 17.6%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 申請中



【施設票：報酬上の区分等（問４、17、19）】
○報酬上の区分は、「基本型」と「加算型」の合計が60.1％、「在宅強化型」と「超強化型」の
合計が35.3％であった。

○在宅復帰率は、 38.6％であり、退所前後訪問指導割合は、65.4％であった。
○リハビリ専門職の配置割合は、「５人以上」が39.4％であった。
○利用者100人あたりに換算したリハ職員数は、超強化型では「5人以上」が73.1％であった。

24.7% 10.6% 34.1% 26.0% 4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

超強化型 在宅強化型 加算型 基本型 その他型

図表６ 報酬上の区分(回答件数558)

図表７ 在宅復帰率等(回答件数404）（単位：％）

※「在宅復帰率」は、4-9月の6ヵ月間、それ以外は7-9月の３ヵ月間の平均を算出
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図表９ 利用者100人あたりに換算したリハ職員数

図表10 リハビリ専門職の配置割合別 平均在宅復帰率

図表８ リハビリ専門職の配置割合

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護老人保健施設調査）

39.4% 42.8% 17.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５人以上 ３人以上５人未満 ３人未満

平均値 標準偏差
在宅復帰率 38.6 23.0
ﾍﾞｯﾄﾞ回転率 10.3 5.5
入所前後訪問指導割合 40.2 26.6
退所前後訪問指導割合 65.4 36.2
要介護4または5の割合 44.7 12.9
喀痰吸引の実施割合 6.6 8.1
経管栄養の実施割合 6.1 7.4

回答件数 平均
全体 404 38.6
5人以上 159 48.7
3人以上5人未満 173 34.8
3人未満 72 25.0

合計 5人以上 3人以上
5人未満

3人未満

404 159 173 72
100.0% 39.4% 42.8% 17.8%
108 79 29 0

100.0% 73.1% 26.9% 0.0%
44 31 13 0

100.0% 70.5% 29.5% 0.0%
132 30 77 25

100.0% 22.7% 58.3% 18.9%
108 16 50 42

100.0% 14.8% 46.3% 38.9%
12 3 4 5

100.0% 25.0% 33.3% 41.7%

全体

超強化型

在宅強化型

加算型

基本型

その他型
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喀痰吸引の実施割合

超強化型(回答件数108）

平均8.5％

在宅強化型(回答件数44）

平均6.5％

加算型(回答件数132）

平均6.6％

基本型(回答件数108)

平均5.3％

その他型(回答件数12）

平均2.2％

図表14 喀痰吸引を実施した入所者の割合（19年7月～9月）図表13 要介護4・5の入所者の割合(19年7月～9月）
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【施設票：在宅復帰・在宅療養等指標（問19）】
○施設類型別の在宅復帰率は、超強化型では平均60.2％であった。
○ベッド回転率は、超強化型で平均14.4％であった。
○施設ごとの要介護４・５の入所者割合は、「超強化型」で平均47.5％であった。
○喀痰吸引を実施した入所者割合は、「超強化型」で平均8.5％であった。

図表12 ベッド回転率(19年7月～9月）図表11 在宅復帰率(19年4月～9月）

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護老人保健施設調査）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0％

0％
超
～

10
％
未
満

10
％
以
上
～

20
％
未
満

20
％
以
上
～

30
％
未
満

30
％
以
上
～

40
％
未
満

40
％
以
上
～

50
％
未
満

50
％
以
上
～

60
％
未
満

60
％
以
上
～

70
％
未
満

70
％
以
上
～

80
％
未
満

80
％
以
上
～

90
％
未
満

90
％
以
上

要介護4または5の割合

超強化型(回答件数108）

平均47.5％
在宅強化型(回答件数44）

平均42.2％
加算型(回答件数132）

平均43.8％
基本型(回答件数108)

平均43.6％
その他型(回答件数12）

平均49.2％

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0％

0％
超
～

10
％
未
満

10
％
以
上
～

20
％
未
満

20
％
以
上
～

30
％
未
満

30
％
以
上
～

40
％
未
満

40
％
以
上
～

50
％
未
満

50
％
以
上
～

60
％
未
満

60
％
以
上
～

70
％
未
満

70
％
以
上
～

80
％
未
満

80
％
以
上
～

90
％
未
満

90
％
以
上

在宅復帰率

超強化型(回答件数108）

平均60.2％

在宅強化型(回答件数44）

平均48.7％

加算型(回答件数132）

平均37.3％

基本型(回答件数108)

平均17.0％

その他型(回答件数12）

平均14.0％

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0％

0％
超
～

5％
未
満

5％
以
上
～

10
％
未
満

10
％
以
上
～

15
％
未
満

15
％
以
上
～

20
％
未
満

20
％
以
上
～

25
％
未
満

25
％
以
上
～

30
％
未
満

30
％
以
上
～

35
％
未
満

35
％
以
上
～

40
％
未
満

40
％
以
上
～

45
％
未
満

ベッド回転率

超強化型(回答件数108）

平均14.4％
在宅強化型(回答件数44）

平均12.8％
加算型(回答件数132）

平均9.4％
基本型(回答件数108)

平均6.9％
その他型(回答件数12）

平均5.5％



5

【施設票：上位類型を算定困難な要件及び退所の阻害要因等（問22～25）】

○上位の類型を算定するにあたっての困難な要件は、加算型でみると「充実したリハビリ
の実施が困難」が52.4％、「在宅復帰・在宅療養支援等指標の点数が足りない」が
49.2％、「本人以外に関する要因により在宅復帰が困難な入所者が多い」が48.7％で
あった。

○入所者のうち１年以上の継続入所者は、平均43.1％、また、1年以上の継続入所者で退
所できない本人以外に関する要因のある割合は平均31.8％であった。

○退所できない本人以外に関する要因がある場合、その要因は、「独居ではないが同居
者等による介護力が期待できない」が55.3％であった。

図表17 退所できない本人以外に関する要因がある人のうち、
要因別割合（複数に計上）(回答件数494施設計12,546人)

図表16 入所者のうち１年以上継続している割合と
退所できない本人以外に関する要因のある人の割合（各施設ごとの割合の平均）

図表15 上位の類型を算定するにあたっての困難な要件（複数回答）

13.2%

14.0%

30.2%

55.3%

2.9%

8.3%

2.9%

5.7%

9.6%

2.5%

0% 20% 40% 60%

帰る自宅がない

自宅はあるが必要な改修等を

行うことが困難である

独居であり近居の親類等の

介護力も期待できない

独居ではないが同居者等による

介護力が期待できない

住まい 介護力に関するその他の要因

地域の居宅     が不十分

地域の医療機関が少ない

地域の高齢者向け住まいが少ない

地域の介護保険施設が少ない

地域資源に関するその他の要因

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護老人保健施設調査）

回答件数
（施設数）

平均（％）

入所者数のうち、１年以上継続して入所している割合 487 43.1

入所者のうち、1年以上継続して入所している人であっ
て、退所できない本人以外に関する要因がある人の割合

487 31.8

在宅復
帰･在宅
療養支援
等指標の
点数が足
りない

施設の方
針として
余裕を
持った類
型を算定
するよう
にしてい
る

本人以外
に関する
要因によ
り在宅復
帰が困難
な入所者
が多い

退所時指
導等の実
施が困難

地域貢献
活動の実
施が困難

充実した
ﾘﾊﾋﾞﾘの
実施が困
難

要件とな
るﾘﾊﾋﾞﾘ
専門職が
増員･確
保できな
い

要件とな
る支援相
談員が増
員･確保
できない

その他 無回答

在宅強化型（回答件数51） 43.1% 41.2% 31.4% 0.0% 0.0% 3.9% 0.0% 13.7% 15.7% 11.8%
加算型（回答件数187） 49.2% 41.7% 48.7% 4.3% 0.5% 52.4% 31.6% 17.1% 5.9% 5.9%
基本型（回答件数140） 55.0% 50.0% 58.6% 5.7% 11.4% 24.3% 23.6% 14.3% 2.1% 7.9%
その他型（回答件数24） 62.5% 54.2% 75.0% 16.7% 29.2% 25.0% 29.2% 37.5% 4.2% 8.3%
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【施設票：かかりつけ医との連携（問26～28、30、31、34）】

○退所者のうち、退所時の処方内服薬が入所時より１種類以上減った人のうち、かかりつ
け医連携薬剤調整加算を算定した人の割合は6.9％であった。

○減薬したが、かかりつけ医連携薬剤調整加算を算定しなかった理由は「入所前の医療
機関の主治の医師との合意形成が困難」が59.1％であった。

○利用者のかかりつけ医との連携時期について、「退所時に情報提供を行っている」が
80.8％であった。

○利用者のかかりつけ医との連携上の課題は「かかりつけ医の介護老人保健施設に係る
認知度・理解度」が47.7％であった。

図表18 退所者の処方等の状況 (回答件数425施設)

40.7%

10.0%

80.8%

5.4%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入所時に情報提供を行っている

入所中に情報提供を行っている

退所時に情報提供を行っている

特に連携していない

無回答

12.7%

14.7%

19.0%

37.5%

47.7%

5.0%

22.4%

0% 20% 40% 60%

入所者のかかりつけ医の把握

連絡手段が定まっていない

連絡時間の調整

連絡すべき内容かどうかの判断

かかりつけ医の介護老人保健施設に

係る認知度 理解度

その他

無回答

59.1%

6.4%

45.0%

32.7%

6.8%

25.9%

14.5%

6.4%

14.1%

0% 20% 40% 60%

入所前の医療機関の主治の医師との

合意形成が困難

本人 家族への説明 同意取得が困難

退所時または退所後のかかりつけ医との

合意形成が困難

どのような方法で合意形成を

行えばよいか不明である

合意した内容等の診療録への

記載を行っていない

加算算定にかかる書類の作成が負担

入所時の内服薬は減薬したが 

新たに別の内服薬を処方したため

その他

無回答

図表19 減薬したが、かかりつけ医連携薬剤調整加算を算定しなかった理由
（複数回答）(回答件数220)

図表20 利用者のかかりつけ医との連携時期（複数回答）(回答件数558)

図表21 利用者のかかりつけ医との連携上の課題（複数回答）（回答件数558)

合計人数：
人

退所者数
に対する
割合

退所時の処方内服薬が
入所時より１種類以上
減った人に対する割合

該当者が
いた施設
数：施設

回答施設数に対
する割合

退所者数(死亡を除く） 19,226 100.0% 425 100.0%

退所者のうち､入所時に6種類以上
の内服薬が処方されていた人数 6,929 36.0% 310 72.9%
うち退所時の処方内服薬が､
入所時より1種類以上減った人数 2,172 11.3% 227 53.4%
うち､かかりつけ医連携薬剤
調整加算を算定した人数 149 0.8% 6.9% 21 4.9%

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護老人保健施設調査）
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【施設票：所定疾患施設療養費（問35～38、40～44、46、47、49～51、53）】
○発症した人がいた施設の割合は、「肺炎」で45.0％、「尿路感染症」で56.8％であった。

〇算定期間を超えて、施設負担で治療継続し、治癒した人は、「肺炎」（所定施設疾患療養
費（Ⅰ））で25.5％であった。

○所定疾患施設療養費（Ⅰ）算定した場合、（Ⅱ）を算定しなかった理由は、 「医師が感染症
対策に関する研修を受講していない」が「肺炎」で67.0％、「尿路感染症」で71.9％であった。

図表22 所定疾患施設療養費の算定等の状況（2019年９月） 図表24 所定疾患施設療養費（Ⅰ）を算定した場合、
（Ⅱ）を算定しなかった理由（複数回答）

図表23 所定疾患施設療養費の算定日数、治療期間

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護老人保健施設調査）

肺炎
（回答件数94）

尿路感染症
（回答件数135）

帯状疱疹
（回答件数6）

自施設あるいは協力医療機関等
と連携しての検査実施が困難 13.8% 5.9% 16.7%
診断に至った根拠を診療録に記
載することに抵抗がある 3.2% 3.7% 0.0%
医師が感染症対策に関する研修
を受講していない 67.0% 71.9% 33.3%
ﾚｾﾌﾟﾄへの詳細な記述が負担

2.1% 4.4% 0.0%
利用者の同意が得られない

0.0% 1.5% 0.0%
その他

5.3% 4.4% 16.7%
無回答

20.2% 17.0% 33.3%

算定者数（人）

人 割合 人 割合 人 割合 人 割合 人 割合 人 割合
1日間 16 7.4% 14 5.3% 22 5.3% 23 4.9% 0 0.0% 0 0.0%
2日間 11 5.1% 9 3.4% 15 3.6% 20 4.2% 0 0.0% 0 0.0%
3日間 26 12.0% 33 12.5% 31 7.5% 33 7.0% 0 0.0% 1 12.5%
4日間 26 12.0% 14 5.3% 37 8.9% 54 11.4% 0 0.0% 0 0.0%
5日間 28 13.0% 33 12.5% 79 19.0% 80 16.9% 2 28.6% 1 12.5%
6日間 17 7.9% 29 11.0% 38 9.2% 49 10.4% 0 0.0% 1 12.5%
7日間 92 42.6% 131 49.8% 193 46.5% 213 45.1% 5 71.4% 5 62.5%
算定期間を超えて施
設負担で治療継続し
治癒した人※

55 25.5% 74 28.1% 48 11.6% 72 15.3% 0 0.0% 1 12.5%

8日 11 5.1% 14 5.3% 7 1.7% 20 4.2% 0 0.0% 0 0.0%
9日 7 3.2% 11 4.2% 5 1.2% 10 2.1% 0 0.0% 0 0.0%
10日 10 4.6% 10 3.8% 11 2.7% 8 1.7% 0 0.0% 1 12.5%
11日以上 23 10.6% 30 11.4% 20 4.8% 30 6.4% 0 0.0% 0 0.0%
治療期間不明 4 1.9% 9 3.4% 5 1.2% 4 0.8% 0 0.0% 0 0.0%

（治療期間）

（算定日数）
216 263 415 472 7 8

肺炎 尿路感染症 帯状疱疹

所定疾患施設
療養費（Ⅰ）
回答件数94

所定疾患施設
療養費（Ⅱ）
回答件数94

所定疾患施設
療養費（Ⅰ）
回答件数135

所定疾患施設
療養費（Ⅱ）
回答件数145

所定疾患施設
療養費（Ⅰ）
回答件数6

所定疾患施設
療養費（Ⅱ）
回答件数8

※割合は所定疾患施設療養費の算定者数に対する割合

肺炎 尿路感染症 帯状疱疹

回答施設数 524 519 514

発症した人がいた施設数 236 295 28

発症した人がいた施設の割合 45.0% 56.8% 5.4%

発症件数 630 964 31

　うち、所定疾患施設療養費（Ⅰ）の算定者数 216 415 7

　うち、所定疾患施設療養費（Ⅱ）の算定者数 263 472 8
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【退所者票：基本情報・入退所の状況（問３、４、６、９、10）】

○退所者の世帯構成は、「独居」が２７．１％、「夫婦のみの世帯」が１６．８％、「その他」が
４６．８％」であった。

○介護力については、超強化型では「介護できる人はいない」が31.8％であった。
○入所直前の居所は、「病院」が47.8％、「本人の家」が41.9％であった。
○入所理由は、「リハビリテーションを行うため」が28.6％であった。
○退所先は「本人の家」が40.7％、「病院」が29.9％であった。

図表25 世帯構成 (回答件数1,716)
図表27 入所直前の居所(回答件数1,716)

図表26 介護力

図表28 施設類型別 入所理由（最も近いもの１つ）

27.1% 16.8% 4.4% 46.8% 4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

独居 夫婦のみ世帯 夫婦のみ世帯以外で高齢者のみの世帯 その他 無回答

平成28年度調査：介護老人保健施設における施設の目的を踏まえたサービスの適正な
提供体制等に関する調査研究事業（平成28年度調査）

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護老人保健施設調査）

図表29 退所先

 

31.8%

37.6%

42.9%

55.1%

46.2%

36.3%

38.0%

31.7%

27.2%

41.0%

23.9%

15.8%

18.0%

9.5%

12.8%

8.0%

8.5%

7.4%

8.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

超強化型(n=611)

在宅強化型(n=234)

加算型(n=527)

基本型(n=305)

その他型(n=39)

介護できる人はいない 時間帯によって介護できる人がいる

常時 介護できる人がいる 無回答

合計 退院直後
の在宅復
帰支援を
支えるた
め

在宅での
生活を維
持できる
よう支援
するため

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰ
ｼｮﾝを行
うため

ﾚｽﾊﾟｲﾄを
行うため

看取りを
行うため

その他 無回答

1,716 153 265 491 230 32 127 418
100.0% 8.9% 15.4% 28.6% 13.4% 1.9% 7.4% 24.4%
611 57 129 169 95 19 37 105

100.0% 9.3% 21.1% 27.7% 15.5% 3.1% 6.1% 17.2%
234 20 41 79 48 2 14 30

100.0% 8.5% 17.5% 33.8% 20.5% 0.9% 6.0% 12.8%
527 45 73 150 58 7 37 157

100.0% 8.5% 13.9% 28.5% 11.0% 1.3% 7.0% 29.8%
305 29 20 79 26 3 35 113

100.0% 9.5% 6.6% 25.9% 8.5% 1.0% 11.5% 37.0%
39 2 2 14 3 1 4 13

100.0% 5.1% 5.1% 35.9% 7.7% 2.6% 10.3% 33.3%

全体

超強化型

在宅強化型

加算型

基本型

その他型

令和元年度調査
(回答件数1,716）

平成28年度調査
（回答件数2,922）

本人の家 40.7% 29.0%
病院 29.9% 38.9%
診療所 0.7% 0.7%
他の老人保健施設 1.2% 2.6%
特別養護老人ﾎｰﾑ 8.3% 10.2%
有料老人ﾎｰﾑ･
ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅 8.4% 5.2%
養護老人ﾎｰﾑ 0.2% 0.2%
軽費老人ﾎｰﾑ･ｹｱﾊｳｽ 0.7% 0.3%
認知症対応型共同生活介護 1.7% 1.8%
死亡 7.3% 8.5%
その他 0.8% 1.5%
無回答 0.1% 1.0%

割合
本人の家 41.9%
病院 47.8%
診療所 1.5%
他の老人保健施設 1.9%
特別養護老人ﾎｰﾑ 0.9%

有料老人ﾎｰﾑ･
ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅 3.2%
養護老人ﾎｰﾑ 0.0%
軽費老人ﾎｰﾑ･ｹｱﾊｳｽ 0.1%
認知症対応型共同生活介護 0.6%
その他 1.9%
無回答 0.2%
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【退所者票：入所中のケアやリハビリテーション（問40、44、45）】
○入所中に実施した医療的ケア等は「点滴」が14.5％、「浣腸」が10.5％、「喀痰吸引」が

9.2％であった。
○入所中のリハビリテーションの目的は「ADLの維持、改善のため」が88.3％であった。
○入所中のリハビリテーションの内容は「筋力増強訓練」が69.7％、「関節可動域訓練」が

67.2％、「歩行訓練」が66.0％であった。

図表30 入所中に実施した医療的ケア等（複数回答） (回答件数1,716）)

3.0%

1.0%

0.0%

4.2%

0.5%

9.2%

0.8%

5.9%

0.1%

0.1%

1.2%

14.5%

3.7%

2.0%

7.3%

4.8%

0.2%

0.9%

7.4%

0.3%

10.5%

8.3%

1.3%

4.8%

3.0%

43.3%

8.5%

0% 20% 40% 60%

胃ろう 腸ろうによる栄養管理

経鼻経管栄養

中心静脈栄養の管理

     

    の管理

喀痰吸引

        

酸素療法

気管切開の  

人工呼吸器の管理

注射

点滴

簡易血糖測定

     注射

創傷処置

褥瘡の処置

透析

導尿

疼痛管理(麻薬は使用しない)

疼痛管理(麻薬使用)

浣腸

摘便

持続    測定

       

その他

実施していない

無回答

46.6%

88.3%

26.8%

9.4%

23.7%

43.0%

11.2%

34.2%

6.6%

4.0%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活習慣の維持のため

ADLの維持 改善のため

社会性維持 改善のため

IADLの向上のため

機能の回復が見込まれるため

介護負担軽減のため

福祉用具の安全な使用を定着させるため

記憶 認知機能の維持 向上のため

BPSDの軽減 適応のため

その他

無回答

67.2%

69.7%

34.3%

27.2%

33.9%

49.7%

31.2%

66.0%

20.3%

7.5%

4.8%

13.1%

1.8%

9.1%

2.5%

12.4%

8.2%

14.7%

29.9%

9.8%

7.8%

3.4%

0.7%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80%

関節可動域訓練

筋力増強訓練

筋緊張緩和

持久力訓練

     練習

起居/立位動作練習

移乗動作訓練

歩行訓練

体操

摂食 嚥下訓練

言語訓練

   訓練

入浴訓練

その他ADL訓練

IADL練習

用具の適応訓練

在宅生活の模擬的訓練

記憶機能に関する訓練

認知機能に関する訓練

趣味活動

介助方法の指導

その他

いずれも提供していない

無回答

図表31 入所中のリハビリテーションの目的（複数回答） (回答件数1,716）)

図表32 入所中のリハビリテーションの内容（複数回答） (回答件数1,716）)

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護老人保健施設調査）
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図表33 開設主体（回答件数72）

図表34 定員・入所者数（人）（回答件数72）

【介護医療院票：基本情報（問２、４～６、14、22）】
○開設主体は、「医療法人」が87.5％であった。
〇入所定員は平均64.9人、入所者数は平均61.4人であった。
〇類型は「Ⅰ型介護医療院サービス費（Ⅰ）」が55.6％であった。
〇病院・診療所の併設状況は「病院を併設」が75.0％であった。
○開設前の施設は、「介護療養型医療施設（病院）」が59.7％、「既存建物をそのまま活用」
が65.3％であった。

図表36 病院・診療所の併設状況（複数回答）（回答件数72）

※類型は、母集団と概ね相違なく、偏りがないことを確認した。

87.5%
2.8%

2.8%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療法人 社団 財団法人 個人 その他

75.0% 20.8% 4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病院を併設 診療所を併設 併設医療機関なし

平均値 標準偏差
定員 64.9 49.1
入所者数 61.4 47.1

図表35 類型 (回答件数72)

55.6% 12.5% 5.6% 15.3% 6.9%

1.4%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ⅰ型介護医療院     費(Ⅰ) Ⅰ型介護医療院     費(Ⅱ)

Ⅰ型介護医療院     費(Ⅲ) Ⅱ型介護医療院     費(Ⅰ)

Ⅱ型介護医療院     費(Ⅱ) Ⅱ型介護医療院     費(Ⅲ)

    型Ⅱ型介護医療院     費(Ⅰ)

11.1%

18.1%

5.6%

59.7%

8.3%

0.0%

15.3%

0% 20% 40% 60% 80%

医療療養病床(20:1)     

医療療養病床(25:1)

医療療養病床(診療所)    

介護療養型医療施設(病院)

介護療養型医療施設(診療所)

介護療養型医療施設(認知症疾患型)

介護療養型老人保健施設(転換老健)

図表37 開設前の施設（複数回答） (回答件数72)

図表38 既存建物の活用(回答件数72)

65.3% 29.2%
1.4%

1.4%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存建物をそのまま活用 改修工事 改築工事 新築 無回答

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護医療院調査）



15.3%

83.3%

81.9%

38.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

なじみの家具などの持ち込みを許可している

入所者の状態や希望にあ せて     の高さを調節している

入る際には 声掛けを行うようにしている

家族や見舞客と過 すための        を確保した部屋がある

【介護医療院票：生活施設としての環境を整える取組・工夫（問20）】

○生活施設としての環境を整える取組・工夫は、プライベートスペースの確保に関して、「入
所者の状態や希望にあわせてベッドの高さを調節している」が83.3％、「入る際には声掛
けを行うようにしている」が81.9％であった。共有スペースの状況について「座った状態で、
十分な採光が得られる」が79.2％、「明るい雰囲気の快適な空間にしている」が77.8％で
あった。

図表39 プライベートスペースの確保（複数回答） (回答件数72)

図表40 共有スペースの状況（複数回答） (回答件数72)

図表41 食事支援（複数回答）(回答件数72)

図表42 排せつ支援（複数回答）(回答件数72)

図表43 入浴支援（複数回答）(回答件数72)

図表44 レクリエーションの取り組み方針（複数回答）(回答件数72)

51.4%

73.6%

25.0%

54.2%

1.4%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80%

個別に   誘導している

手すりの配置などを工夫している

排せつの        に配慮している

    が共通の理解をもって支援している

いずれも当てはまらない

無回答

19.4%

0.0%

23.6%

4.2%

38.9%

19.4%

0% 20% 40% 60%

希望すれば週3回以上の入浴を実現している

夜間入浴を実現している

      体制での入浴を実現している

その他

いずれも当てはまらない

無回答

50.0%

12.5%

41.7%

22.2%

6.9%

11.1%

8.3%

0% 20% 40% 60%

入所者の希望に合 せ        を組み合 せている

外出行事を実施している

個別の外出に対応している

近隣の行事等に参加している

その他

いずれも当てはまらない

無回答
11

20.8%

16.7%

79.2%

58.3%

19.4%

22.2%

36.1%

77.8%

36.1%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

複数の    の        を用意している

食事と つろ ための     や  は異なっている

座った状態で 十分な採光が得られる

す 近 に共用の   がある

少し離れたところに 息を抜ける居場所がある

共有     の延長としての戸外空間がある

家庭的な雰囲気を感じられるようにしている

明るい雰囲気の快適な空間にしている

地域住民や児童等との交流の場として利用することがある

無回答

59.7%

34.7%

65.3%

51.4%

45.8%

12.5%

70.8%

2.8%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80%

食事の好みを把握している

好みに合 せた食事を提供している

行事食等の特別食を提供している

おやつを提供している

調理方法や見た目にこだ った配膳を工夫している

食事の時間を変更することができる

経管栄養の入所者も 口から食べる楽しみを支援している

いずれも当てはまらない

無回答

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護医療院調査）



【介護医療院票：移行時の状況（問21､22､25-29）】
○「移行定着支援加算」を「算定している」が97.2％、介護医療院の開設にあたって有用だと
感じた支援策は「移行定着支援加算」が84.7％であった。

○介護医療院の開設を決めた理由は、「自院には介護医療院にふさわしい患者が多いと考
えられた」が77.8％、「退院先となる場合には自宅等と扱われることに魅力を感じた」が
58.3％、「移行定着支援加算に魅力を感じた」が55.6％であった。

○介護医療院の開設にあたっての課題・困難は「入所者にとっての生活の場となるような配
慮」が51.4％であった。

○移行前後、経営面に「良い影響があった」が48.6％、「悪い影響があった」が4.2％であった。

図表46 介護医療院の開設にあたって有用だと感じた支援策 （複数回答）(回答件数72)

31.9%

48.6%

84.7%

30.6%

33.3%

27.8%

34.7%

9.7%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建物を改修 改築するための助成金

家具         等を購入するための助成金

移行定着支援加算

介護医療院の基準 制度に関する情報提供

介護医療院の基準 制度に関する相談窓口

実際に介護医療院を開設した事例の紹介

自治体が作成した申請手続き等の手引き      

その他

特に有用な支援策はなかった
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97.2% 2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

算定している 算定していない

図表45 移行定着支援加算(回答件数72)

図表47 介護医療院の開設を決めた理由（複数回答）(回答件数72)

23.6%

77.8%

18.1%

55.6%

58.3%

13.9%

13.9%

9.7%

9.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護医療院創設の理念に共感した

自院には介護医療院にふさ しい患者が多いと考えられた

基本施設     費の報酬単価に魅力を感じた

移行定着支援加算に魅力を感じた

退院先となる場合には自宅等と扱 れることに魅力を感じた

夜勤看護配置に係る72時間の要件がないことに魅力を感じた

医療区分2と3の患者の減少

看護職員配置の維持が困難

その他

6.9%

8.3%

5.6%

27.8%

4.2%

5.6%

11.1%

8.3%

41.7%

51.4%

6.9%

2.8%

13.9%

22.2%

13.9%

29.2%

2.8%

9.7%

2.8%

0% 20% 40% 60%

入所者が必要とする十分な医療  の提供

       の提供

院内の他の診療科との連携が希薄になること

職員の        の維持

移行前と比べての医師の雇用

移行前と比べての看護職員の雇用

移行前と比べての介護職員の雇用

介護支援専門員の雇用

入所者や家族への説明

入所者にとっての生活の場となるような配慮

特別浴槽の設置

施設運営の見通しが立たなかった

稼働率を維持するのに十分な入所者を集めること

周囲の他の介護施設との異なる特徴の明確化

地域で医療機関としての機能を残すことに    があった

自治体における相談 手続

その他

特になかった

無回答

図表48 介護医療院の開設にあたっての課題・困難（複数回答）(回答件数72)

48.6% 29.2% 4.2% 13.9% 4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

良い影響があった 特にない 悪い影響があった  からない 無回答

図表49 移行前後の経営面での影響（回答件数72）

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護医療院調査）



【介護医療院票：アドバンスケアプランニング（ACP）について（問40）】
○ＡＣＰについて「取り組んでいる」が48.6％、取り組んでいる場合、ＡＣＰに取り組むうえで
困難なことは「本人の意思が明確ではない時の支援」が71.4％であった。

○ＡＣＰで話し合う内容のうち特に重視することは「治療や療養に関する意向」が31.4％で
あった。

〇ＡＣＰに関する職員研修について「施設内で研修をしている」が25.0％、施設外の研修の
「受講者がいる」が55.6％であった。

図表50 ACPへの取り組み (回答件数72)

図表51 ACPに取り組むうえで困難なこと（複数回答）(回答件数72）
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48.6% 48.6% 2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取り組んでいる 取り組んでいない 無回答

8.6% 14.3% 17.1% 31.4% 2.9% 25.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人の気がかりや意向 本人の価値観や目標

病状や予後の理解 治療や療養に関する意向

意思推定者が適任者であるかの見極め 決定 無回答

図表52 ACPで話しあう内容のうち特に重視すること (回答件数35)

25.0% 72.2% 2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設内で研修をしている 研修をしていない 無回答

図表53 ACPに関する施設内での職員研修の有無(回答件数72)

図表54 ACPに関する施設外の研修を受講した職員の有無(回答件数72)

55.6% 36.1% 8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者がいる 受講者はいない 無回答

※本調査では、「アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）」とは、人生の最終段
階の医療・ケアについて、本人が家族等や医療・ケアチームと事前に繰り返
し話し合うプロセスを指します。

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護医療院調査）

71.4%

22.9%

22.9%

22.9%

14.3%

17.1%

20.0%

22.9%

14.3%

31.4%

2.9%

8.6%

0.0%

54.3%

25.7%

11.4%

20.0%

20.0%

17.1%

14.3%

34.3%

42.9%

20.0%

5.7%

0.0%

28.6%

0% 20% 40% 60% 80%

本人の意思が明確ではない時の支援

本人の希望と取り囲む環境に差がある場合の調整

意思推定者が定まらないこと

本人 家族等 医療   の   の意思統一がうま とれないこと

ACPとして取り組む内容に関して本人 家族等が消極的

ACPに取り組むことに主治医が消極的

予期せぬ変化があった時に 本人 家族等の意思を繰り返し確認すること

ACPとして取り組む内容に関する職員の理解不足

事業所としてACPの取組に関する方針 指針がないこと

繰り返し話し合う時間がとれないこと

その他

困難なことは特にない

無回答

取り組んでいる

(回答件数35）

取り組んでいない

(回答件数35）



【介護医療院入所者票：入所者の状況①（問５～７、10～12）】
○入所者は「要介護５」が45.8％であった。また、「医療区分１」が45.6％、「ＡＤＬ区分３」が

41.9％であった。
○傷病は「認知症」が56.1％、「脳卒中」が55.6％であった。
○日中の平均的なベッド離床時間は「０～２時間」が63.9％であった。

○理学療法士によるリハビリテーションを行っている場合、直近１週間当たりの理学療法
士によるリハビリテーションは平均2.4回、１週間当たり平均57.5分であった。

図表55 要介護度(回答件数360）
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図表56 医療区分(回答件数360）

図表57 ADL区分(回答件数360）

図表58 傷病（上位７位まで）(回答件数360）

図表59 日中の平均的なベッド離床時間(回答件数360）

63.9% 15.0% 8.3% 4.2%

7.5%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0～2時間未満 2～4時間未満 4～6時間未満

6～8時間未満 8時間以上 無回答

傷病 人数 割合
認知症 202 56.1%
脳卒中 200 55.6%
高血圧 129 35.8%
心臓病 110 30.6%
糖尿病 70 19.4%
呼吸器の病気 66 18.3%
筋骨格系の病気 63 17.5%

図表60 利用者１人あたり直近１週間当たりのリハビリテーションの平均回数（回）・
平均時間（分）（実施回数が0回の場合は除く）

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護医療院調査）

45.8%

50.0%

25.8%

39.2%

38.3%

43.5%

7.5%

6.4%

12.9%

3.3%

2.3%

8.1%

1.7%

0.7%

6.5%

0.6%

0.3%

1.6%

1.9%

2.0%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(回答件数360）

Ⅰ型(回答件数298）

Ⅱ型(回答件数62）

要介護5 要介護4 要介護3 要介護2 要介護1 申請中 無回答

5.0%

6.0%

0.0%

12.5%

12.8%

11.3%

45.6%

50.3%

22.6%

28.9%

21.8%

62.9%

8.1%

9.1%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(回答件数360）

Ⅰ型(回答件数298）

Ⅱ型(回答件数62）

医療区分3 医療区分2 医療区分1 不明 未実施 無回答

41.9%

46.0%

22.6%

18.6%

19.5%

14.5%

3.9%

3.4%

6.5%

26.7%

21.5%

51.6%

8.9%

9.7%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(回答件数360）

Ⅰ型(回答件数298）

Ⅱ型(回答件数62）

ADL区分3 ADL区分2 ADL区分1 不明 未実施 無回答

回答件数 平均回数
（回）

平均時間
（分）

理学療法士によるリハビリテーション 195 2.4 57.5
作業療法士によるリハビリテーション 114 2.5 60.7
言語聴覚士によるリハビリテーション 63 2.2 45.8



【介護医療院本人票：介護医療院についての評価（問１～５）】
○記入者は、「本人」が6.5％、「家族が本人から聞き取って記入」13.6％、「家族が本人の
代わりに記入」が77.4％であった。

○施設の環境について、「満足している」が60.3％、「どちらかといえば満足している」が
32.7％であった。

○移行前後において、普段生活する部屋について「良い変化があった」が22.6％、「特に変
化はない」が66.3％であった。施設の雰囲気について「良い変化があった」が23.1％、「特
に変化はない」が66.8％であった。自身の気持ちの変化について「良い変化があった」が
17.1％、 「特に変化はない」が66.3％であった。

図表62 施設の環境の満足度(回答件数199）

図表63 移行前後での普段生活する部屋、施設の雰囲気、自身の気持ちの変化
(回答件数199）

60.3% 32.7% 3.0%

1.0%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足している どちらかと言えば満足している

どちらかと言えば満足していない 満足していない

無回答
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6.5% 13.6% 77.4% 2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人 家族が本人から聞き取って記入

家族が本人の代 りに記入 無回答

22.6%

23.1%

17.1%

66.3%

66.8%

66.3%

1.0%

1.0%

0.0%

8.0%

7.0%

14.1%

2.0%

2.0%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普段生活する部屋

施設の雰囲気

自身の気持ち

良い変化があった 特に変化はない 悪い変化があった 分からない 無回答

図表61 記入者(回答件数199）

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護医療院調査）



74.5%

40.4%

78.7%

4.3%

14.9%

70.2%

10.6%

2.1%

83.6%

29.9%

74.6%

6.0%

10.4%

50.7%

11.9%

1.5%

64.5%

9.1%

21.5%

4.5%

6.6%

44.2%

44.6%

11.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

開設手続きについて

人員基準について

設備基準について

運営基準について

報酬について

助成金 補助金について

介護保険事業計画について

その他

都道府県（回答件数47)

指定都市・中核市（回答件数67）

保険者（回答件数242)

【自治体：都道府県票：問１～４、８、指定都市・中核市票：問２～５、９、保険者票：問２、６）】
○指定都市・中核市では、介護医療院「有」が63.3％、その他の保険者では10.9％であった。
介護医療院に関する医療機関・施設からの相談について、都道府県は「有」が100％、指
定都市・中核市は84.8％、保険者は20.1％であった。相談が多かった項目は、都道府県で
は「設置基準について」が78.7％、指定都市・中核市では「開設手続きについて」が83.6％
であった。

○介護医療院への移行促進のために実施している取組として、都道府県では「定期的に意
向調査を実施している」が59.6％であった。助成金・補助金について「活用事例がある」が
都道府県では85.1％、「指定都市・中核市」では32.9％であった。

図表64 介護医療院の有無
図表66 相談が多かった項目（複数回答３つまで）

図68 助成金・補助金の活用状況

図表67 介護療養病床等から介護医療院への移行促進のために実施している
取組（複数回答）

100.0%

84.8%

20.1%

0.0%

15.2%

79.7%

0.0%

0.0%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

（回答件数47)

指定都市・中核市

（回答件数79）

保険者

（回答件数1,205)

有 無 無回答

85.1%

32.9%

14.9%

27.8%

0.0%

32.9%

0.0%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

（回答件数47)

指定都市・中核市

（回答件数79）

活用事例がある 活用事例はないが 相談を受けている

活用事例も相談もない 無回答

※保険者には、指定都市・中核市を除く。以下同じ。

図表65 介護医療院に関する医療機関・施設から
の相談の有無

16

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護医療院調査）

91.5%

63.3%

10.9%

8.5%

35.4%

89.0%

0.0%

1.3%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

(回答件数47）

指定都市・中核市

（回答件数79）

保険者

（回答件数1,205)

有 無 無回答

回答件数 割合 回答件数 割合
説明会を実施している 5 10.6% 1 1.3%
集団指導の際に関連情報を周知している 18 38.3% 16 20.3%
介護医療院のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを作成している 10 21.3% 2 2.5%
介護医療院専用の相談窓口を設置している 1 2.1% 0 0.0%
申請手続きに係る手引きを作成している 11 23.4% 5 6.3%
基準等に係る説明資料を作成している 6 12.8% 0 0.0%
医師会等関係団体と協力している 7 14.9% 2 2.5%
定期的に意向調査を実施している 28 59.6% 24 30.4%
医療機関を訪問して状況確認等を行っている 3 6.4% 1 1.3%
その他 2 4.3% 7 8.9%
特に実施していない 3 6.4% 31 39.2%
無回答 0 0.0% 2 2.5%

都道府県
(回答件数47）

指定都市・中核市
(回答件数79）



【都道府県の対応：都道府県票：問５～７）】

○介護医療院へ移行する管内の市区町村との連携状況として、「事業者から相談があっ
た場合、市区町村にも相談にいくように勧めている」が91.5％であった。

○介護医療院への移行に関する市区町村からの相談は「有」が70.2％であった。相談内
容は「開設手続きについて」が60.6％であった。

〇第７期介護保険事業計画作成時に介護医療院への移行に関して、「転換の意向調査等
により転換意向を把握した」が85.1％、「都道府県内の介護部局と医療部局で情報交換
を行った」が55.3％であった。
図表70 介護医療院への移行に関する管内の市区町村との連携状況

（複数回答） （回答件数47）

4.3%

38.3%

91.5%

4.3%

2.1%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期的に市区町村との

情報交換の場を設けている

事業者から相談があった場合 

市区町村と情報交換を行っている

事業者から相談があった場合 

市区町村にも相談にい ように勧めている

その他

特に行っていない

無回答

70.2% 29.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有 無

図表72 相談内容（複数回答） （回答件数33）

図表73 第７期介護保険事業計画作成時に、介護医療院への移行に関して
行ったこと（複数回答） （回答件数47）

60.6%

30.3%

6.1%

36.4%

15.2%

0% 20% 40% 60% 80%

開設手続きについて

人員 設備 運営基準について

報酬について

介護保険財政について

その他

図表71 介護医療院への移行に関する市区町村からの相談の有無
（回答件数47）

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護医療院調査）

55.3%

42.6%

85.1%

31.9%

48.9%

17.0%

4.3%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県内の介護部局と医療部局で情報交換を行った

市区町村への情報提供を行った

転換の意向調査等により転換意向を把握した

関係者による協議の場で議論を行った

     見込量に 転換意向調査の回答を反映させた

上記以外の追加的需要も反映させた

その他

特に行っていない 17



63.3%

12.7%

45.6%

20.3%

10.1%

15.2%

3.8%

32.5%

18.1%

40.2%

19.2%

2.8%

28.6%

12.4%

0% 20% 40% 60% 80%

医療機関 施設の意向把握

都道府県との連携

介護保険財政への影響

地域住民の介護医療院の認知度

その他

特になし

無回答

指定都市・中核市（回答件数79）

保険者（回答件数1,205)

5.1%

21.5%

3.8%

24.1%

46.8%

2.5%

2.0%

13.0%

7.7%

5.4%

63.3%

12.3%

0% 20% 40% 60% 80%

定期的に都道府県との情報交換の

場を設けている

都道府県に相談があった場合 

都道府県から情報提供を受けている

都道府県の助言を受けた事業者から

相談を受けている

その他

特に行っていない

無回答

指定都市・中核市（回答件数79）

保険者（回答件数1,205)

【保険者の対応：指定都市・中核市票：問６～問８、保険者票：問７～９）】

○介護医療院への移行に関する都道府県との連携については、指定都市・中核市で「特
に行っていない」が46.8％、保険者で、63.3％であった。

○介護医療院への移行に関して都道府県への相談は指定都市・中核市で「有」が58.2％、
保険者で12.7％であった。相談内容は指定都市・中核市では「人員、設備、運営基準に
ついて」が56.5％、保険者では「開設手続きについて」が66.7％であった。

○介護医療院への移行に関する保険者としての課題は、指定都市・中核市が、「医療機
関・施設の意向把握」が63.3％、「介護保険財政への影響」が45.6％であった。

図表69 介護医療院への移行に関する都道府県との連携状況（複数回答）
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図表71 相談内容（複数回答）

図表72 介護医療院への移行に関する保険者としての課題（複数回答）

58.2%

12.7%

35.4%

76.6%

6.3%

10.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

指定都市・中核市

（回答件数79）

保険者

（回答件数1,205)

有 無 無回答

50.0%

56.5%

19.6%

4.3%

19.6%

66.7%

17.0%

3.3%

19.0%

34.6%

0% 20% 40% 60% 80%

開設手続きについて

人員 設備 運営基準について

報酬について

介護保険財政について

その他

指定都市・中核市（回答件数79）

保険者（回答件数1,205)

図表70 介護医療院への移行に関する都道府県への相談の有無

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業（介護医療院調査）


